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2023年８月９日 

日本銀行決済機構局 

 

 

第１回ＣＢＤＣフォーラム全体会合の議事概要 

 

 

１．開催要領 

 

（日時）2023年７月 20日（木）15時 00分～17時 00分 

（形式）対面形式およびＷｅｂ会議形式 

（参加者）別紙のとおり 

 

 

２．日本銀行からの説明等 

 冒頭、清水（誠）理事より挨拶1。その後、事務局から、①中央銀行デジタル

通貨（ＣＢＤＣ）に関する取り組み（資料１2）、ならびに、②ＣＢＤＣフォ

ーラムの運営（資料２3）について説明を実施。その後、質疑応答を行った。 

 

 

３．主な質疑等 

（参加者）「ＣＢＤＣフォーラムの運営」に関する資料４ページの記載は現段階

でのイメージであると承知した。その前提のもとで、2023 年の３Ｑ開始と

なっている【ＣＢＤＣシステムと外部インフラ・システム等との接続】、【追

加サービスとＣＢＤＣエコシステム】の２つのワーキンググループが先行

するような形になるかと思うが、それぞれのワーキンググループの検討結

果については取りまとめや成果物のようなものを公表することを検討して

いるのか。 

（事務局）４ページに示したワーキンググループは、あくまでも現段階のイメー

ジであり、これから参加者の皆様とフォーラムの運営方法やテーマを議論

させていただくなかで、変わり得るものと考えている。個々のワーキンググ

                                                      
1 https://www.boj.or.jp/paym/digital/d_forum/dfo230720b.pdf 参照。 
2 https://www.boj.or.jp/paym/digital/d_forum/dfo230720c.pdf 参照。 
3 https://www.boj.or.jp/paym/digital/d_forum/dfo230720d.pdf 参照。 
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ループでの議論に関しては、適宜のタイミングで公表していくこととして

いる。 

 

（参加者）ＣＢＤＣの検討にあたり、海外の中央銀行との共同検討もしくは情報

交換などを行う予定はあるか。 

（事務局）日本銀行は、国際会議や個別面談など、様々なレベルで海外中央銀行

とＣＢＤＣに関する意見交換、情報共有などを行っているほか、国際的なフ

ォーラムに複数参加している。例えば、日本を含む７つの中央銀行と国際決

済銀行から成るグループがあり、そこでの議論の成果は幾つかの報告書と

して公表されているが、本日の水平的共存に関する説明資料（「中央銀行デ

ジタル通貨（ＣＢＤＣ）に関する取り組み」に関する資料４ページ）に記載

した「セーフガード」に関する整理は、この７中銀グループの報告書から引

用したものである。また、欧州中央銀行と「プロジェクト・ステラ」と呼ば

れる共同調査プロジェクトも実施してきた。このように、海外中央銀行とは

様々な連携を行っており、今後も行っていく予定である。 

 

（参加者）ＣＢＤＣについては、既存の決済事業者との共存あるいは、役割分担

が重要になるかと思うが、そういった議論はどのワーキンググループで行

っていくのか。また、グローバル化という観点では、クロスボーダー決済に

ついての議論も重要かと思うが、この点はどのワーキンググループで行っ

ていくのか。つまり、決済システムとして目指していくべき姿といった、全

体的な議論はどのワーキンググループで行うのが適切と考えているか。 

（事務局）既存の決済サービスとの役割分担や共存といった観点は重要と認識

しており、【他の決済手段との水平的共存】のワーキンググループで扱いた

いと考えている。クロスボーダー決済については、資料（「ＣＢＤＣフォー

ラムの運営」に関する資料４ページ）に示したワーキンググループの中には

明示的には含めていないが、ここでの記載は、あくまでも当面のテーマ案で

ある。フォーラムで扱うテーマは、今後、国内外の情勢や議論の進捗に応じ

て随時見直していくことになると考えている。議論が成熟していく中で、フ

ォーラムに相応しいテーマが出てくれば、対象としていきたいと考えてい

るので、参加される方々からのご提案も期待している。 

以 上 
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別紙 

第１回ＣＢＤＣフォーラム全体会合参加者 

 

（参加者）※五十音順・アルファベット順 

株式会社イオン銀行 

株式会社インフキュリオン 

キャナルペイメントサービス株式会社 

コインチェック株式会社 

株式会社ことら 

株式会社ジェーシービー 

株式会社静岡銀行 

株式会社常陽銀行 

一般社団法人しんきん共同センター 

株式会社しんきん情報システムセンター 

セコム株式会社 

株式会社セブン銀行 

一般社団法人全国銀行資金決済ネットワーク 

ソニー株式会社 

ソフトバンク株式会社 

ソラミツ株式会社 

大日本印刷株式会社 

大和証券株式会社 

株式会社大和総研 

株式会社千葉銀行 

東京海上日動火災保険株式会社 

トヨタファイナンシャルサービス株式会社 

株式会社トレードワルツ 

ナッジ株式会社 

株式会社日本証券クリアリング機構 

日本電気株式会社 

日本マイクロソフト株式会社 

野村證券株式会社 

株式会社野村総合研究所 

パナソニック コネクト株式会社 

東日本旅客鉄道株式会社 

株式会社日立ソリューションズ 

日立チャネルソリューションズ株式会社 

フェリカネットワークス株式会社 

株式会社ふくおかフィナンシャルグループ 

株式会社マネーフォワード 

株式会社みずほ銀行 

三井住友海上火災保険株式会社 

株式会社三井住友銀行 

三井住友信託銀行株式会社 

株式会社三菱 UFJ銀行 

株式会社メルペイ 

株式会社ゆうちょ銀行 

株式会社横浜銀行 

楽天ペイメント株式会社 

株式会社りそなホールディングス 

株式会社ローソン 

auペイメント株式会社 

BIPROGY株式会社 

株式会社 BOOSTRY 

株式会社 Datachain 

株式会社 JPX総研 

NRIセキュアテクノロジーズ株式会社 

株式会社 NTTデータ フィナンシャルテクノロジー 

株式会社 NTTドコモ 

PayPay株式会社 

SBI R3 Japan株式会社 

株式会社 Startale Labs Japan 

TIS株式会社 

TOPPANエッジ株式会社 

 

（事務局） 

日本銀行 


